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地域に貢献する生協になるために

宮本 弘
みやぎ生活協同組合理事長

聞き手：加賀美太記（就実大学経営学部講師）

【加賀美】近年、地域内における経済循環
の重要性が指摘されていますが、みやぎ生
協では積極的に地場企業や地元生産者を事
業のなかに位置づけられていると伺ってい
ます。こうした考え方は、どこから来たの
でしょうか。

【宮本】みやぎ生協の前身生協のひとつは、
東北大学
生協の中で「社会を少しでも良い方向に変
えるためには、大学内だけでは限界があ
る。地域で多数者の協同組合組織をつくら
なければいけない」という議論から設立さ
れた宮城県民生協です。したがって、設立
時点から考え方として「地域のなかに、消
費者を中心とした協同組合組織をつくるん
だ」ということがあったわけです。最近に
なって新しくそうした考え方が出てきたの
ではなく、もともとの出発点から、地元事
業者はしっかりと位置づけられていたわけ
です。
　だから、実際に 1970 年に県民生協がで
きたときから、角田市農協と産直を始まっ
ていますし、みやぎ生協になってからも産
直の数はどんどん広がっていきました。
　いま、リーマンショックや震災があった
せいで、地域における経済主体の役割等を
考える必要が一般的に強くなったのであっ
て、ベースにある考え方は 1970 年の宮城
県民生協の設立、あるいは 1982 年にみや

ぎ生協になってからも、ずっと変わってい
ません。
　また、地域で一定の役割を果たそうと考
えたときには、多数者になる、つまりある
程度大きくならないと、いいことを言って
いても具体的な力にならないということも
ありました。だから、大きくなるために一
番いいのはスーパーマーケットだというこ
とで設立当初からスーパーマーケットをつ
くり、その一方で共同購入をおこなってき
ました。このように店舗を中心に据えなが
ら、共同購入と合わせて、地域における食
料品のシェアを引き上げていく。そうしな
いかぎり、いくら「地域に貢献しよう」「地
域を元気にしよう」「地域産業を守ろう」
と言っても、ぜんぜん具体的な力になりま
せん。そういう考え方をベースに、お店を
つくり、共同購入をして、組合員の加入を
増やしてきました。いま、県内の世帯加入
率は 70％を超えていますが、今後さらに
80％、90％、100％という水準にしていき
たいと思っています。

【加賀美】加入率が 70％を超えているとい
うことは、県経済においても大きな役割を
担っていると考えられます。実際のところ、
どれぐらいの役割を担っているととらえる
べきでしょうか。

【宮本】いまは宮城県内の食料品の販売額
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の 10 ～ 12％を占めています。その中で可
能な限り地元のものや産直生産者のものを
扱っているので、一定程度の役割は果たせ
ているのではないかと考えています。
　とくに、いま「めぐみ野」というネーミ
ングでブランドにしている産直ですが、始
めてからもう 45 年ぐらい経ちますが、産
直に関わる地元の生産者のみなさんは、県
内の他の農家に比べて平均年齢が若い、あ
るいは後継者がいるという状況になってい
ます。
　たとえば、みやぎ生協が年間に売るお米
は 3200 ～ 3300 トンですが、ほとんどが産
直のお米です。それをつくってくださる農
家が 1300 戸ぐらいいらっしゃいます。減
農薬など、手間がかかるので大変ですが、
市場に出すよりは若干高めに買って、それ
を組合員のみなさんにもわかってもらった
うえで買っていただく。そういう役割を果
たすことによって、農家のみなさんも「頑
張ってやろう」となるし、実際に後継者を
ちゃんと育てている農家もいらっしゃいます。
　つまり、一定のボリュームがあることに
よって、生産者のみなさんが「もうちょっ
と頑張ろう」と考えてくれるわけで、宮城
県内での自給率向上の取り組みや安全・安
心をつくる取り組みにつながっていると思
います。
　ただ、まだ県全体のシェアからいえば
10％でしかないのも事実です。全国の生協
の中では高いほうですが、地域スーパー
の中には 30％近いシェアのところもあり
ますし、宮城県内ではヨークベニマルも
10％以上のシェアがあります。しかも、ヨー
クベニマルは、いまどんどん出店していま
す。だからこそ、私たちももっとボリュー
ムを増やさないといけない。
　したがって、いままでの役割をちゃんと
果たしながら、さらにもう一歩前に進める

ためには何が必要なのかということで、産
直もそうですし、地場産品を売り場に並べ
たり、地域に工場を持つ企業も少なくない
ので、「古今東北」という新しいブランド
を立ち上げたり、地元の小売店と一緒に
なってカードをつくるなど、とにかく地元
で何か一緒にできないかということを常に
考えています。

【加賀美】生協が地元の小売業者と連携す
るという例は、他ではあまり聞きませんが、
どのような内容なのでしょうか。

【宮本】1985 年頃、みやぎ生協でクレジッ
トカードについて議論したときに、当時の
内舘専務が、地元の日専連（協同組合連合
会　日本専門店会連盟）がカードをつくっ
ていたので、そこと提携しようと言いだし
たのがきっかけです。日専連というのは、
いわゆる専門店の連合会です。チェーン店
ではなく、地元の商業者が中心になってい
ます。
　提携のねらいのひとつは、当時はまだ大
店法の規制があって、地元が反対すると出
店できなかったので、まずは地元と仲良く
しようということです。地元の商店主の集
まりである日専連と提携することで、出店
しやすくしよう、あるいは一緒にいろいろ
なことがやれるようにしよう、ということ
があって、日専連発行のクレジットカード
との提携を始めました。「みやぎ生協コー
プトリプルカード」という名前ですが、こ
れはいま仙台で 10 万枚発行しています。
地元ローカルのカードとしてはそれなりの
規模になっています。みやぎ生協のお店で
も日専連の加盟店でも利用できます。
　このカードの提携をきっかけに、みやぎ
生協の組合員証を見せると専門店の価格で
少しサービスを受けられるということもや
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りました。ただ、これはニーズが少し違う
ので、なかなかうまくできませんでした。
いまは日専連のお店でも生協のお店でも使
える商品券を一緒に発行して、その一部を
日専連などと一緒に作った「メロン」とい
う環境団体に寄付しています。環境問題で
はレジ袋削減の取り組みを一緒にやったり
もしましたし、地元のお祭に一緒に参加し
たりもしています。
　このように、この間、日専連を通じて地
元の商業者とはさまざまな取り組みを一緒
にやってきています。これは生協にとって
もプラスになりましたが、日専連にとって
もカード事業の規模が大きくなるといった
メリットもあり、生協と一緒にやることを
わりあい歓迎してくれています。
　こういう取り組みをしているのは、全国
でも仙台ぐらいです。他の地域は専門店が
どんどんなくなっていて、日専連自体の活
動もなくなってきているので、そもそも難
しくなっていますが、仙台の場合はそれが
いまも続いているのです。
　そんなわけで、「よそもの」ではなく、
地域のなかの商業者としてやっていくこと
ができています。ただ生協も、最初はよそ
ものでした。大学を出た若い者がいきなり
店を出したり、「生協は何だ」みたいに思
われていましたので、いろいろなところで
ハレーションがありました。ただ、日専連
とお付き合いすることで、同じ商業者とし
て地元に貢献して、協力したいという思い
への理解が広まり、地域、ひいては宮城県
のなかで受け入れられやすくなっていると
感じます。そのことが、加入率が 70％ま
で上がっていくひとつの背景であり、大店
法の規制によって、なかなか生協が出店で
きない時代において、みやぎ生協がわりあ
いお店を出せたということにつながったの
でしょう。

　実際、宮城県のスーパーマーケットの中
では、ヨークベニマルが圧倒的に強い。い
ま 55 店舗を出店しています。みやぎ生協
はいま 48 店舗です。この数年間でヨーク
ベニマルは県内に 10 店以上出店していま
す。全国資本でもあるヨークベニマルと宮
城県内において、地元の商業者として競り
うる存在として、みやぎ生協は捉えられて
いるともいえると思います。

【加賀美】競合でもある地元の商業者に、「地
域の商業者」として生協が受け入れられた
というのは、とても珍しいケースだと思い
ます。
　一方のメーカーとの関係では、「古今東
北」というブランドが立ち上がったことに
触れておられましたが、これはどのような
ブランドなのでしょうか。

【宮本】きっかけは東日本大震災です。震
災では、とくに東北の沿岸地域が津波で甚
大な被害を被っています。沿岸地域の多く
の業者とも、それまで産直の取り組みをし
ていましたので、とにかく私たちも何かし
なければいけないと考えました。生協の役
割という視点で考えると、みやぎ生協には
県内に一定数の店舗があり、共同購入もあ
る。そうすると、もう一度被災者のみなさ
んが立ち上がって頑張るのを応援するよう
な取り組みが必要だということで、2011
年５月に「食のみやぎ復興ネットワーク」
というネットワーク組織を立ち上げまし
た。これはメーカーにも呼びかけましたし、
もともと産消提携をいろいろな団体と一緒
にやっていましたので、そのメンバーにも
声を掛け、最終的に全部で約 230 団体に参
加してもらいました。
　この「食のみやぎ復興ネットワーク」は
被災地のみなさんの工場や生産者の応援企
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画を進めるネットワーク組織です。ネット
ワークのプロジェクトとして、東北発のい
い商品を応援して、復興に寄与していこう
ということで始めたわけです。2011 年に
始まってから、菜種や蕎麦など、いろいろ
なプロジェクトを立ち上げ、生産者や加工
メーカー、さらに販売者も絡んで商品化し
て、販売していきました。
　たとえば、2015 年３月 11 日に河北新報
に「なたねプロジェクト」の一面広告を出
しました。「なたねプロジェクト」は津波
で全部流された岩沼の圃場に菜の花を植え
て、そこからとれた菜種油でドレッシング
をつくったり、はちみつをつくったりする
プロジェクトです。これはいまも毎年やっ
て、桜の花が咲く頃に、地域のみなさんも
含めて花見をして、生産者を元気づけなが
ら、いずれこの土地がまた普通の畑として
使えるようになるまでやっていこうと話し
合っています。
　こうしたネットワークの取り組みはしば
しばマスコミにも取り上げられて、それで
生産を頑張って続けようとなった例もあり
ましたので、復興ネットワークの役割は一
定程度果たしていたのですが、２～３年経
つと、同じことの繰り返しで、ネットワー
ク自体のエネルギーがだんだん減ってきた
のです。
　ひとつひとつは間違いなくいいことなの
ですが、ボリュームとしての広がりが小さ
い。これで本当に復興に寄与できるのか。
いま問題になっているのは、土地や港は元
に戻りつつあるけれども、工場でつくった
商品の販路がないということです。震災前
に売っていた商品の棚は、空けておくわけ
にいかないので、別の商品が入ります。そ
うすると、取引先も別のところになるので、
工場の生産は元に戻っても、売り先がない。
そういう状況なので、このプロジェクトで

は販売のボリュームが不足していると感じ
るようになりました。また、ネットワーク
でやっていると、みんなが関わるのはいい
のですが、どこが責任を持って組み立てる
かがだんだん曖昧になってきて、同じこと
の繰り返しになってしまうというような状
況になっていました。
　こういうことを 2014 年頃からぼんやり
と感じていたので、「このままだと自然消
滅するのではないか。ちゃんとビジネスと
して売れるかたちにするにはどうしたらい
いか」ということを考えて、会社を立ち上
げて、これを売る仕事を生協としてやって
いこうと決めました。これが「古今東北」
のもともとの動機です。
　さらに、復興を本当のものにすることだ
けでなく、東北地方は人口減少・高齢化・
産業衰退にも直面しています。とくに東
北は一次産業の農林水産業が基本ですが、
TPP がこのままいったらどうなるのだろ
うということで、TPP が来ようが来まい
が、なんとかして東北全体をよくしていこ
うとも考えました。
　つまり、復興と東北の地域振興ですね。
いいものをつくって販売することによっ
て、雇用を増やし、生産を確保する。そう
すれば、「ここでもう一度暮らそう」とか
「跡継ぎができる」ということに少しでも
貢献できるのではないか。この２つのねら
いで、東北協同事業開発という会社を立ち
上げて、商品づくりに取り組むことにしま
した。その際、バラバラに販売するとメッ
セージが伝わらないので、「古今東北」と
いうブランドに統一しました。
　この「古今東北」は、消費者のみなさん
に「これは東北で復興や地域を元気にする
ためにつくっているものなんだな」と思っ
ていただいたうえで、「おいしくて、いい
もの。値段もそこそこ手ごろ」をねらいに
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据えて、2015 年 11 月に 36 品目を発売し
ました。
　ベースとしては「食のみやぎ復興ネット
ワーク」がありましたので、ドレッシング
などは、そのときの商品をもとにして、「古
今東北」にふさわしいように品質を少し変
え、価格や製造法も考えながらスタートさ
せました。
　いま、８～９カ月経って、販売額は最初
の４カ月で約１億円、４～６月で２億円ぐ
らいです。今年１年間では６億円ぐらいの
販売額になる見込みです。ただ、何年か後
には 100 億円までいけるよう、アイテム数
も 400 ～ 500 ぐらいつくっていきたい。実
際、100 億円でも、東北全体の規模からす
れば圧倒的ではありませんが、それでも一
次産業での 100 億円という規模は「頑張っ
て生産しよう」とか「もう一回やろう」と
いう意欲を持てるぐらいの規模になるだろ
うと思うので、もっと増やそうと思います
が、出だしとしてはまずまず想定どおりです。

【加賀美】「古今東北」は「食のみやぎ復興
ネットワーク」を発展的に解消して、次の
ステップに進むための取り組みということ
ですね。プレスリリースでは、「古今東北」
はみやぎ生協だけに販路を制限せず、長期
的には別の小売業者にも提供していきたい
ということでしたが。

【宮本】いまは、いわき市の「マルトさん」
というスーパーで扱ってもらっています。
これをもう少し増やしていきたいですね。
それから、いわゆるベンダーから他所の
スーパーにも扱ってもらえないかと声をか
けてもらっています。
　また、当然ですけれども全国の生協でも
取り扱ってほしいと考えています。今のと
ころ、九州などいくつかの生協で、この秋

から共同購入の企画で入れてもらったりし
ながら、単発ではなく定番として恒常的に
売れるようにしていきたいと思っています。

【加賀美】共同購入で扱うとなると、けっ
こうなボリュームになりますね。

【宮本】そうですね。ただボリュームはあ
りますが、逆に各生協には個数限定だとい
うことを了解してもらう必要があります。
そうしないと、注文した分を用意するのは
無理なので、あらかじめ「最大いくつまで」
と設定したうえで「ぜひ、やってください」
ということで了解していただく。宅配の場
合は、どうしてもそうなります。
　結局のところ、最終的にいくつまで売れ
るということでやらざるを得ないです。共
同購入の企画やお店でも、量と販売との関
係でバランスを考えながら計画して、売り
終わったら、もうその商品は終り。次に生
産するまでない。そういう商品です。

【加賀美】お話をお伺いする限り、コープ
商品のような PB 商品というよりは、NB
商品というか、オリジナルブランドの方向
に持っていこうというイメージを持ちます。

【宮本】その通りです。もともとの目的が、
生協で売るための商品開発ではなく、生産
を増やして、工場の稼働や農林水産物の生
産を増やすことです。だから、売り先は、
生協であろうがスーパーであろうが海外で
あろうがネットであろうが構わない。いろ
いろな媒体を通して、とにかく売って販路
を拡大するのが最大の目的です。
　もちろん、生協がからむので、味や安全
性や品質は一定の水準をクリアしなければ
なりませんが、コープ商品のように組合員
の視点からこだわるというよりは、生産者
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の視点から取り組むというのがコープ商品
との一番の違いです。

【加賀美】組合員が「古今東北」の商品開
発などに関与することはないのですか。

【宮本】ありません。どちらかといえば宣
伝してもらう役割です。理解して、おすす
めしてもらったりする役割ですので、基本
的には利用をベースにということです。
　実際のところ、組合員さんの反応は、す
ごくいいですね。もちろん、価格と中身の
問題なので、「いいね」と言うのと売れる
ことはまた別ですが（笑）。「古今東北」は
値段の手ごろさと中身、その背景がポイン
トですので、ブランドイメージや理念、そ
して商品についての組合員さんの評判は非
常にいいです。
　ちなみに「古今東北の」価格帯は、生協
の平均より少し上ぐらいですが、それでも
毎日使えるような価格にしています。贈答
用の商品はこれとは別に容量を変えてつく
ろうということで、いまギフト用の商品も
つくっています。デパートに置いてもらっ
たり、温泉のお土産に使ってもらったりと
いうことで、地元の百貨店さんともそうい
う話をしていますが、「うちに置くには安
すぎる」と言われています。だから、もっ
と高くしなければいけない（笑）。普通は
安くするにはどうするかで悩むのですが、
お土産やギフトはもう少し高くしないと、
デパートでは扱ってもらえない。いまはそ
れを検討しています。だから今後は、「古
今東北」でも、贈答用と日常用とで商品が
変わってくるかもしれません。ただ、基本
的にふだん使いの商品にしないと、特別な
ものだけでは生産も継続しません。

【加賀美】「古今東北」を進めるのは株式会

社である東北協同事業開発だと伺いました
が、こちらとみやぎ生協の関係はどのよう
になっているのでしょうか。

【宮本】みやぎ生協とコープ東北が、それ
ぞれ 40％ずつ東北協同事業開発に出資し
ています。また、員外利用の問題があるの
で、10％は株式会社日専連ライフサービス
というカード発行会社にお願いしています。
　ただ、資本金自体すごく小さくて、100
万円ぐらいでつくっています。人材も基本
的には生協から出していますね。
　協同事業開発の役割はプロデューサー的
なもので、実際の商品は生産者や工場がつ
くり、そこから卸や生協に納品してもらう
というかたちをとっています。商品のプロ
デュースをしつつ、協同事業開発自体は損
も得もしないけれども、事業を継続できる
かたちで運営していこうと考えています。

【加賀美】東北協同事業開発は流通ではな
く、商品企画や商品開発を担うということ
ですね。

【宮本】あとは営業もしないといけない。
というよりも、一番大事なのが営業です。
いままで生協は、どちらかといえば営業さ
れるほうでしたので、われわれも他のメン
バーも営業をしたことがなかったんです
ね。なので、営業が一番大変です。いまま
ではメーカーさんたちが「生協で扱ってく
ださい」と、営業に来ていたのですが、今
度は逆に、うちがコープ九州や CSネット
などに営業しなければいけない。しかも、
協同開発事業がメーカーを束ねていますの
で、対外的にはうちがメーカーとしての役
割を負うことになります。たとえば在庫や
お金、数量の問題は協同開発事業がある程
度コントロールしないといけない。しかも、
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そういう経験が少ない。商品開発はずっと
生協でも行っていたので、工場も含めて経
験もある。ただし、それを売るとか、在庫
を管理するとかはあまりやってこなかっ
た。ですから、現在、日本生協連の PB商
品をコントロールしていた人に出向しても
らって、手伝ってもらおうと考えています。
　その他にも、ベンダーの国分さんや加藤
産業さんなどにも協力してもらい、展示会
に「古今東北」のブースをつくってもらっ
て、他のスーパーのバイヤーに説明したり
チラシを配ったりということもやっていま
す。
　とにかく、いままでやったことがないの
で、「こういうふうに営業ってするんだな
あ」などと思いながら、試行錯誤している
ところです。いまは、そこが一番大変です
が、新しい挑戦としておもしろいといえば、
おもしろいですね。

【加賀美】小売業者との連携や「古今東北」
の取り組みからは、協同組合という特殊性
を自覚しつつも、そこを超えて、地域にど
う役立つのかを強く意識されている印象を
受けます。
　最後に、みやぎ生協に限らず、協同組合
組織が地域経済において果たしうる役割
や、今後より重要なポジションを占めるため
の課題についてのお考えをお聞かせください。

【宮本】協同組合の経済における割合が大
きくなれば、地域への貢献や環境への配慮
など、協同組合が本来持っている目的の達
成に近づきます。株式会社の場合は、こう
した目的を本来的に持っているのではなく
て、たまたま社長個人の考えだったり、そ
の当時の規制でできています。その意味で
は、協同組合の事業体が社会のなかで大き
くなることが、住みやすい社会をつくり、

経済を発展させるという意味合いを持つと
思います。
　ですから、生協だけでなく、農協や漁協
も共に頑張って、他の流通や団体にも強く
働きかけてもらいたい。いまは企業も農業
に参入していますが、そうではなくて、農
協が、農家の支持を得て、援農など、農作
物をつくることにもっと一所懸命になって
もらわないといけない。宮城の農協は一所
懸命やっていますので、生協もそういう取
り組みを一緒になってする。それによって
地域の経済・農業・自然・環境を守るとい
う大きな役割があるし、これは果たさなけ
ればならない。果たせるかどうかではなく、
果たすためにどうするのかということです。
　組織が大きくなって存在し続けること
が、他の一般企業に影響を与えることにな
ります。環境でいえば、レジ袋の有料化に
ついて仙台は全国より早くスタートできま
したが、それはみやぎ生協がある程度の店
数を持っていて、イオンやヨークベニマル
と話をして、「じゃ、みんなで一緒にやり
ましょう」と呼びかけられたからです。仙
台市や、市民団体と一緒になってレジ袋の
有料化をしたわけですが、これができたの
も、生協がある程度の規模を持っていたこ
とがあるし、生協と農協・漁協・日専連でつ
くる協同組合懇話会が中心となってつくった
「メロン」という環境NGOがあったからです。
　大きくなるとそういう役割を果たせるよ
うになるので、環境においても、経済にお
いても、生協・農協・漁協など、協同組合
の果たす役割は非常に大きいと思っていま
す。
　だから我々はもっともっと頑張らなけれ
ばいけない。ヨーロッパでも、スイス、イ
タリア、イギリス、北欧などで協同組合の
シェアが高くなっていますが、そういうと
ころでは、協同組合のシェアが高いことに
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よって、環境に配慮した商品をお店に並べ
たり、フェアトレードの商品を並べたり、
動物の飼育環境に配慮したり、孤独な老人
に対してサポートをしたり、いろいろなこ
とができますし、実際にそれが社会に与え
るインパクトも大きくなります。
　その意味では、日本は一定程度の規模に
はなっていますが、もっと大きくなって、
もっとシェアを取らないといけない。それ
は農協でも生協でも同じで、協同組合組織
がもっと大きくならないといけないと思い
ます。
　
【加賀美】大きくなったがゆえに、協同組
合組織が持っている環境や安全・安心への
志が弱まってしまうという指摘もあります。

【宮本】みやぎ生協は、「協同組合は大きく
ならなければならない。」というのが基本
的な考え方です。問題はどう運営するかで
あって、小さいからうまくいくとか、大き
いからだめということではない。協同組合
の原理原則に沿ったかたちでどう運営する
かが重要です。
　よく、「小さいほうが風通しがよくて、
組合員の意見も実現できるではないか」と
いう意見がありますが、みやぎ生協はそう
いう考え方ではありません。70 万人にな
ろうが、100 万人になろうが、1000 万人に
なろうが、協同組合としての役割と運営は
別の問題としてとらえています。だから可
能性があるのであれば、生協をもっともっ
と大きくしたい。協同組合としての役割を
果たすためになれるのなら多くの生協と一
緒になって、他の流通業に対抗するべきだ
と思います。

【加賀美】地域経済の中で自分たちが果た
すべき役割があり、また実際に役割を果て

しているからこそ、協同組合はもっと力を
つけていくべきだということですね。本日
は協同組合の地域における役割について、
店舗や共同購入といった流通だけではな
く、生産面などでの幅広い取り組みも含め
てお話しいただきました。ありがとうござ
いました。


